
介護予防・日常生活支援総合事業  (  訪問  )  重要事項説明書  

１．事業者(法人)の概要

事業者(法人)の名称および種別 株式会社ライフサポート　／　営利法人

主たる事業所の所在地 〒４４６－００５８　愛知県安城市三河安城南町１丁目１３番地４

代表者（職名・氏名） 代表取締役　　松本　真徳

設立年月日 平成１１年１月１４日

電話番号／ＦＡＸ番号 ０５６６－７３－６０００　／　０５６６－７３－６００６

２．事業所の概要

事業所の名称 ライフサポート介護センター豊田南　訪問介護事業所

事業所の所在地 〒４７３－０９１５　愛知県豊田市若林東町中外根１０３－２

指定年月日 平成２９年１２月１日

電話番号／ＦＡＸ番号 ０５６５－５１－５１２０　／　０５６５－５４－０５５０

指定番号 ２３７３００３８６８

通常の事業の実施地域 豊田市

３．事業の目的と運営方針

事業の目的

利用者が可能な限りその居宅において、自立した日常生活を営むことができるよう、必要な

日常生活上の支援および機能訓練を行なうことにより、生活機能の維持または向上を図る

ことを目的とする。

運営方針

ADL、QOL維持向上に資するよう、その目標を設定し、計画的にサービスを提供する。

地域の保険、医療福祉サービスとの綿密な連携を図り、常にサービス改善を図る。

利用者の有する能力を最大限活用できるよう促し、意欲を引き出すような働きかけを行な

う。

４．従業者の職種、員数及び職務の内容

職種 資格
常勤 非常勤

職務内容
専従 兼務 専従 兼務

管理者 介護福祉士 1
従業者及び業務の一元的な管理。

法令等の規定遵守のための指揮命令

サービス提供

責任者
介護福祉士 2

介護計画作成、変更等。利用申込対応。

担当者会議出席。関係者との連携。援助内容指示、状

況把握。その他業務管理。

介護職員

介護福祉士 2

訪問介護サービスの提供。
実務者研修修了者等

初任者研修修了者等 3

（准）看護師



５．営業日及び営業時間　　　　　 天候、災害等その他やむを得ない都合等により中止、変更する場合がある。※
営業日 月曜日～金曜日

営業時間 午前９時～午後６時

訪問介護活動時間 午前８時～午後７時（午後６時以降は夜間加算あり）

休業日
土曜日、日曜日、祝日、８月１３日～８月１５日、１２月３０日～１月３日

休業日のサービス提供については相談に応じます。※

６．事業の内容

事業の内容は次の通りとする。

（１）個別計画書の作成

（２）身体介護に関する内容

　　 排泄・食事介助　　 清拭・入浴・身体整容　　 体位変換　　 移動・移乗介助・外出介助① ② ③ ④
　　 その他の必要な身体の介護⑤
（３）生活援助に関する内容

　　 調理　　 衣類の洗濯、補修　　 住居の掃除、整理整頓　　 生活必需品の買い物① ② ③ ④
　　 その他必要な家事⑤

７．訪問介護の利用料金

（１）サービスを提供した場合の利用料の額は、豊田市が定める額とし、そのサービスが法定代理受領サービスに該

当するときは、豊田市が定める額に各利用者の介護保険負担割合証に記載された負担割合を乗じた額とします。また、

介護保険法の改定により豊田市が定める額の変更がなされた場合は、それに順ずるものとします。（別紙参照）

（２）利用料金の請求方法等

利用料金の額は、利用月ごとの合計金額により請求するものとし、利用明細を添えて利用月の翌月２０日までに利用

者宅宛に送付します。送付先変更など利用者又はその家族等から申し出があった時はその限りではありません。

（３）利用料金の支払方法等

請求月の翌月末までに下記の何れかの方法によりお支払い下さい。

事業者指定口座への振り込み①
利用者指定口座からの自動振替（毎月２８日）　② 金融機関が休日の場合は、その翌日※

現金支払い③
支払の確認後、領収書を発行します。医療費控除等の還付請求に必要となる場合がありますので、必要な方は大切に

保管して下さい。利用料金の支払いについて、支払期日から１月以上遅延し、更に督促から１０日以内に支払いがな

い場合には、サービス提供の契約を解除したうえで、未払い分をお支払いいただく場合があります。

８．サービスの利用に当たっての留意事項

（１）サービス内容の説明と同意

事業所は、介護支援専門員が作成する居宅サービス計画書に沿って、介護計画書を作成し、利用者等の同意を得るも

のとします。サービスは介護計画書に沿って提供し、計画書に記載のないサービスは提供しません。

事業所は、居宅サービス計画の作成または変更に関し、介護支援専門員等に対して利用者に必要のないサービスを位

置付けるよう求めることその他の不当な働きかけは行いません。

従業者は、居宅要介護被保険者等の同居の家族に対して事業の提供は行いません。

従業者は、身分を証する書類等を携行し、居宅要介護被保険者等から求められた場合は、提示するものとします。

（２）サービス提供拒否の禁止および対応困難時の対応

事業所は、正当な理由がなく、事業の提供を拒むことはしません。正当な理由により、利用申込を希望している居宅

要介護被保険者等に対して、必要なサービスを提供することが困難な場合は、居宅介護支援事業所、介護予防支援事



業者へ連絡するとともに、適当な他の指定訪問介護事業者等の紹介、その他の必要な措置を速やかに講じるものとし

ます。

（３）サービス提供記録の保存および居宅介護支援専門員との連携

事業所は、事業の提供に関する諸記録を整備し、そのサービスの提供が終了した日から最低５年間保存します。

また、サービスの提供に当たっては居宅介護支援専門員その他保健医療サービス又は福祉サービス提供者との綿密な

連携に努めます。

（４）利用時のリスク

快適に利用していただけるよう、安全なサービス提供に努めておりますが、利用者の身体状況や病気に伴うさまざま

な症状により、以下のようなリスクが伴うことを十分にご理解下さい。

身体機能低下による○ 転倒、転落等による骨折や外傷　　○骨密度が低下することによる骨折の容易性

○皮膚が薄くなることによる表皮剥離の容易性　　　　　○血管が脆弱化することによる皮下出血の容易性

嚥下・認知機能低下による○ 誤嚥、誤飲、窒息　　　　　○脳や心臓の疾患による急変・急死　　　等

９．従業者の禁止行為

　事業所の従業者は、サービスの提供にあたって、次の行為は行ないません。

（１）医療行為（看護職員、機能訓練指導員が行なう必要な行為を除く）

（２）利用者又はその家族の金銭（買い物援助を除く）、預貯金通帳、証書、書類などの預かり

（３）利用者又はその家族からの金銭、物品、飲食の授受

（４）身体的拘束他、利用者の行動制限（利用者、第三者等の生命・身体の保護のためやむを得ない場合を除く）

（５）利用者又はその家族等に対して行う宗教活動、政治活動、営利活動、その他迷惑行為

１０．緊急時における対処方法

（１）従業者は、事業の提供を行っているときに、居宅要介護被保険者等に病状の急変、その他緊急事態が生じたと

きは、速やかに主治の医師に連絡する等の措置を講ずるとともに、管理者に報告する。また、主治の医師との連絡が

困難な場合は、緊急搬送等の必要な措置を講ずるものとします。

（２）事業所は、居宅要介護被保険者等に対する事業の提供により事故が発生した場合は、利用者の所在する市町村、

利用者の家族、利用者に係る居宅介護支援事業者等に連絡するとともに、必要な措置を講ずるものとします。

（３）天候・地震により建物の倒壊や浸水など、利用者に危険が及ぶ可能性がある場合は、避難場所に移動していた

だく場合があります。

（４）事業者は利用者に対する事業の提供により賠償すべき事故が発生した場合には損害賠償を速やかに行います。

保険会社名 あいおいニッセイ同和損害保険株式会社

保険名 介護保険・社会福祉事業者総合保険

補償の概要 対人・対物・受託財物の賠償責任に加え、事業運営に伴い被保険者が法律上の賠償責任

を負った場合の損害を包括的に補償する

１１．業務継続計画の策定等

（１）事業所は、感染症や非常災害の発生時において、居宅要介護被保険者等に対する事業の提供を継続的に実施す

るため計画、及び非常時の体制で早期の業務再開を図るための計画（以下、「業務継続計画」という。）を策定し、

当該業務継続計画に従い必要な措置を講じます。

（２）事業所は、従業者に対して業務継続計画について周知するとともに、必要な研修及び訓練を定期的に実施しま

す。

（３）事業所は、定期的に業務継続計画の見直しを行い、必要に応じて業務継続計画の変更を行います。



１２．虐待防止に関する事項

（１）事業所は、利用者の人権の擁護、虐待の発生又はその再発を防止するための措置を講じます。

虐待防止のための対策を検討する体制を整え、定期的に対策検討会を開催し、従業者に周知徹底を図ります。①
虐待防止のための指針の整備②
虐待を防止するための定期的な研修の実施③
前④ 3号に掲げる措置を適切に実施するための担当者の設置

（２）事業所は、サービス提供中に、事業所の従業者又は利用者の家族等による虐待を受けたと思われる利用者を発

見した場合は、速やかにこれを市町村に通報します。

１３．身体拘束について

　事業者は、原則として利用者に対して身体拘束を行ないません。但し、自傷他害行為等の恐れがある場合など、利

用者又は他人の生命・身体に対して危険が及ぶことが考えられるときは、利用者及びその家族に対して説明し、同

意を得たうえで、次に揚げることに留意して、必要最小限の範囲内で行なうことがあります。その場合は、身体拘

束を行なった日時、理由及び態様等についての記録を行ないます。

　・緊急性　：直ちに拘束を行わなければ、利用者又は利用者以外の生命身体に危険が及ぶことが考えられる場合。

　・非代替性：身体拘束以外に、利用者又は利用者以外の生命身体に対して危険を防止することができない場合。

・一時性　：利用者又は利用者以外の生命身体に対して危険が及はなくなった場合は直ちに身体拘束を解きます。

１４．衛生管理・感染症予防等

（１）事業所は、従業員の清潔の保持及び健康状態の管理を行うとともに、事業所の設備及び備品等の衛生的な管理

に努めます。

（２）事業所は、事業所で感染症が発生し、または蔓延しないように次の各号に掲げる措置を講じます。

事業所における感染症の予防及び蔓延の防止のための対策を検討する体制を整え、概ね① 6か月に1回以上検討

会を開催するとともに従業者に周知徹底を図ります。

事業所における感染症の予防及び蔓延防止のための指針を整備します。②
事業所は、従業者に対し、感染症の予防及び蔓延の防止のための研修及び訓練を定期的に実施します。③

１５．ハラスメント防止

（１）事業所は、利用者およびその家族等と従業者が、互いの人格を尊重し、安全かつ円滑にサービスを提供・受領

できるよう、ハラスメント行為の防止に努めます。

（２）利用者またはその家族等は、サービス利用にあたり、従業者または他の利用者に対し、自立支援を目的とする

サービスの範囲を超えた不当な要求や、以下の表に掲げるハラスメント行為を行ってはならないものとします。

分類 禁止される行為の例

身体的・精神的暴力 叩く、蹴る、物を投げつける等の身体的攻撃。大声での威嚇、暴言、人格否定するよ

うな発言、SNS等への誹謗中傷の書き込み。

セクシャルハラスメント 不必要に身体に触れる、性的な冗談、卑猥な図画の提示、性的な要求、不適切な交際

の強要。

過剰・不当な要求 契約外のサービス提供（家事、買い物等）の強要。特定の従業者に対する専属対応の

要求。長時間の電話や拘束。

プライバシー侵害 従業者の承諾のない写真撮影、録音、録画。住所や電話番号等の個人情報聞き出し。

（３）ハラスメント行為が認められた場合、事業所は以下の対応を講じることがあります。

 行為の中止を求め、改善を促すための注意・警告を行います。①



 改善が見られない場合や緊急性が高い場合は、一時的にサービスの提供を制限または停止します。②
 悪質な行為や改善の見込みがないと判断した場合は、契約書第③ ９条第１項第１号に基づき、本契約を解約する

ことがあります。

（４）利用者の心身の状況（認知症の症状等）に起因して上記行為が生じる場合には、主治医等と連携し、適切なケ

アや環境調整を優先的に検討します。ただし、他の利用者や従業者の生命・身体の安全が著しく脅かされる場合は、

上記（３）の規定を準用するものとします。

１６．苦情を処理するため体制

苦情があった場合は、直ちにサービス提供責任者が相手方に連絡を取り直接行く等をして詳細を確認します。

必要に応じて検討会議を実施するとともに、翌日までに対応をします。また、記録を台帳に保管して再発防止に役立

てます。

【サービス内容に関する苦情・相談窓口】

事業所窓口
担当者　　管理者：部田　仁司　　提供責任者：大熊　弘美、竹本　よし美

（電話）０５６５－５１－５２１０　（ＦＡＸ）０５６５－５４－０５５０

市町村等窓口

豊田市介護保険課■
愛知県国民健康保険団体連合会■
介護福祉室

電話：０５６５－３４－６６３４（直通）

電話：０５２－９７１－４１６５

１７．個人情報の取り扱い

（１）事業所は、居宅要介護被保険者等または家族の個人情報について、「個人情報の保護に関する法律」及び高齢

労働省が策定した「医療・介護関係事業者における個人情報の適切な取り扱いのためのガイダンス」を遵守し、適切

な取り扱いに努めます。

（２）事業者が得た居宅要介護被保険者等または家族の個人情報については、事業者での介護サービスの提供以外の

目的では原則的に利用しないものとし、外部への情報提供については、利用者又は家族の同意をあらかじめ書面によ

り得るものとします。

（３）従業者は、業務上知り得た利用者又はその家族の秘密を保持します。

（４）事業所は、従業者であった者に、業務上知り得た利用者又はその家族の秘密を保持させるため、従業者でなく

なった後においてもこれらの秘密を保持するべき旨を従業者との雇用契約の内容とします。

１８．情報の保存・開示義務

（１）事業所はお客様の居宅サービス計画、その実施状況に関する書類等をサービス完了の日から５年間保存するも

のとします。

（２）お客様が契約を解除した場合、事業所がやむをえず契約を解除した場合でお客様が他の居宅介護支援事業者の

利用を希望する場合、その他お客様から申し出があった場合には、事業所はお客様に対して直近の居宅サービス計画

およびその実施状況に関する書類を交付するものとします。

１９．非常災害対策

事業所は、防火管理についての責任者を定め、非常災害に関する防災計画を作成し、非常災害に備えるため、定期的

に避難・救出訓練等を行います。

２０．利用者等の意見を把握する体制、第三者による評価の実施状況

利用者アンケート調査、意見箱等、

利用者の意見を把握する取り組み

の状況

あり■
実施日 2025/11

結果の開示 あり　　 なし□ ■
なし□

第三者による評価の実施状況 あり□
実施日

評価機関名称



結果の開示 あり　　 なし□ □
なし■

２１．その他運営についての重要事項

1　事業所は、従業者の資質向上のために次のとおり研修の機会を設けるものとし、また、業務の執行体制についても

検証、整備します。　（１）採用時研修：採用１カ月以内　　（２）継続研修：年２回

２　この規程に定める事項のほか、運営に関する重要事項は株式会社ライフサポートと事業所の管理者との協議に基

づいて定めるものとします。



　別　紙　

介護予防・日常生活支援総合事業  (  訪問  )  料金表  

サービス利用料金☆

（１）介護予防訪問サービス　（地域区分別の単価：３級地　11.05円）　　　　　　　　　　　　　　［円／月］

１週当たりの標準的な回数を定める場合

（１月につき）

所定単位数① ｻー ﾋﾞｽ料金② 利用金額③

― ①×11.05 1割負担 ２割負担 3割負担

週1回程度 1,176 12,994 1,300 2,599 3,899

週2回程度 2,349 25,956 2,596 5,192 7,787

週２回を超える程度 3,727 41,183 4,119 8,237 12,355

各種加算

（１月につき）

所定単位数① ｻー ﾋﾞｽ料金② 利用金額③

― ①×11.05 1割負担 ２割負担 3割負担

初回加算 200 2,210 221 442 663

介護職員等処遇改善加算 イⅡ １月合計単位×24.9％ 1月合計単位から算定

（２）生活支援訪問サービス　（地域区分別の単価：３級地　11.05円）　　　　　　　　　　　　　　［円／月］

１週当たりの標準的な回数を定める場合

（１月につき）

所定単位数① ｻー ﾋﾞｽ料金② 利用金額〔円③ /回〕

― ①×11.05 1割負担 ２割負担 3割負担

週１回
939 10,375 1,038 2,075 3,113

週2回
1,876 20,729 2,073 4,146 6,219

生活支援訪問サービスについては、現在、提供していません。※

（３）その他の費用

お客様の居宅が通常の事業の

実施地域外の場合の交通費

通常の実施地域を越えた地点から概ね片道１０ｋｍ未満 片道３００円…
通常の実施地域を越えた地点から概ね片道１０ｋｍ以上 片道５００円…

キャンセル料

入院等予測不可能で緊急な場合を除いて、利用者の都合で利用期日に中止の申し

出があった場合、事業所への連絡がなく予定時に不在であった場合は、キャンセ

ル料として提供予定サービスの介護報酬告示上の額の６０％を徴収いたします。


